
事業等のリスク
当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある
事項は、次のとおりであります。また、文中の将来に関す
る事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが
判断したものであります。

1 主要市場の経済状況等
当社グループの国内向け販売は、自動車、造船、電気機

械、建築・土木、It、飲料容器、産業機械などを主な需要分
野としております。一方、当連結会計年度の海外向け販売
は全売上高の35.9%であり、最大の需要国である中国を含
むアジア地域が、海外売上高の過半を占めております。

従って、当社グループの業績はこれらの需要分野の動
向、需要地域における経済情勢等の影響を受けます。また、
海外の各需要地域における政治・社会情勢、関税、輸出入規
制、通商・租税その他の法的規制の動向が、当社グループの
業績に影響を及ぼす可能性があります。また、各製品市場
において、国内外の競合各社との厳しい競争状態にあり、
その状況次第では当社グループの業績に影響を及ぼす可能
性があります。

2 鋼材販売数量・価格の変動
当社グループの販売する鋼材の数量・価格は、国内外の

需要分野の動向や国際的な鋼材需給・市況により影響を受
けます。

国内鋼材販売の形態は、大きくは製品数量・規格等を直
接需要家との間で取り決めて出荷する「紐付き」と、需要家
が不特定の状態で出荷する「店売り」とに分かれますが、当
社の場合ほとんどが「紐付き」であります。鋼材の需給状況
が変動した場合、「店売り」価格の方がより敏感に連動する
ものの、最終的には「紐付き」価格も影響を受けることにな
ります。また、鋼材販売数量の概ね30%を占める輸出鋼材
の販売数量・価格についても、各需要地域における鋼材需
給等により影響を受けます。

これらの鋼材販売数量・価格の変動が、当社グループの
業績に影響を及ぼします。

3 原材料等の価格変動
当社グループが調達している鉄鉱石、石炭、合金鉄・非鉄

金属、スクラップ等の鉄鋼原料価格及びそれらの輸送に関
わる海上運賃等は、国際的な市況に連動しております。特
に、鉄鉱石及び石炭については、原産国や供給者が世界的
にも限られていることから、需給動向が国際市況に与える
影響が大きくなる傾向があります。これらの価格・運賃の
変動が、当社グループの業績に影響を及ぼします。

また、アルミ・銅事業におきましては、アルミ・銅の地金
価格の変動は基本的にお客様に転嫁する仕組みとなってお
ります。しかしながら、地金価格の市況が短期間に大きく
変動した場合には、会計上の在庫評価影響などによって、
当社グループの業績に一時的に影響が生じる可能性があり
ます。

さらに、当社グループは、耐火物等の副資材、設備投資
関連資材、及び電装品、油圧機器、内燃機器等の資機材を
外部調達しており、これら資機材の価格変動が、当社グ
ループの業績に影響を及ぼします。

4 環境規制等の影響
鉄鋼、アルミ・銅事業部門を中心に、その生産活動の過程

において廃棄物、副産物等が発生します。当社グループで
は、国内外の法規制に則った適切な対応に努めております
が、関連法規制の強化等によって、過去に売却した工場跡
地等であっても土壌汚染の浄化のための費用が発生するな
ど、業績に影響を及ぼす可能性があります。

また、今後二酸化炭素等の排出に関連して数量規制や税
の賦課が導入された場合には、鉄鋼事業部門を中心に当社
グループの事業活動が制約を受け、当社グループの業績に
影響を及ぼす可能性があります。

5 事故、災害等による操業への影響
当社グループの生産設備の中には、鉄鋼事業部門の高

炉、転炉など高温、高圧での操業を行っている設備があり
ます。また、高熱の生産物、化学薬品等を取り扱っている
事業所もあります。対人・対物を問わず、事故の防止対策に
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は万全を期しておりますが、万一重大な事故が発生した場
合には、当社グループの生産活動に支障をきたし、業績に
影響を及ぼす可能性があります。

また、国内外の製造拠点等において、大規模地震や台風
等の自然災害、新型インフルエンザ等の感染症、その他当
社グループの制御不能な事態により操業に支障が生じた場
合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり
ます。

6 訴訟のリスク
当社グループは、国内、海外において多岐にわたる分野

で事業活動を行っており、その遂行にあたっては、法令そ
の他の社会規範を遵守し、公正で健全な企業活動を行うこ
とを指針としております。しかしながら、当社グループ各
社及び従業員の法令等に対する違反の有無にかかわらず、
製造物責任法や知的財産権の問題等で訴訟を提起される可
能性があり、その結果によっては、当社グループの業績に
影響を及ぼす可能性があります。

7 財務リスク
① 為替レートの変動

当社グループの外貨建取引は主として米ドル建で行われ
ており、当連結会計年度におけるドル収支は輸入超過であ
ります。当社グループは、短期的な対応として為替予約等
を実施しておりますが、変動リスクを完全に排除すること
は困難であり、為替レートの変動は、当社グループの業績
に影響を及ぼす可能性があります。

② 金利率の変動
当連結会計年度末における当社グループの外部負債残高

は7,464億円（Ippプロジェクトファイナンスを含めると
8,101億円）であります。大部分は金利率が固定された負債
でありますが、金利率を固定していない負債及び新規の借
入金・社債等については、金融情勢の変化等による金利率
の変動が、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ
ります。

③ たな卸資産の価値下落
当社グループが保有しているたな卸資産について、収益

性の低下等に伴い資産価値が低下した場合は、当社グルー
プの業績に影響が生じる可能性があります。

④ 投資有価証券の価値変動
当社グループが保有する投資有価証券の当連結会計年度

末の連結貸借対照表計上額は1,796億円であります。上場
株式の株価変動などに伴う投資有価証券の価値変動は、当
社グループの業績に影響を及ぼします。また、年金資産を
構成する上場株式の株価変動により、退職給付会計におけ
る数理計算上の差異が生じ、当社グループの業績に影響を
及ぼす可能性があります。

⑤ 繰延税金資産の計上
当社グループでは繰延税金資産について、将来の課税所

得を合理的に見積り、回収可能性を判断して計上しており
ます。しかしながら、今後将来の課税所得の見積り等に大
きな変動が生じた場合には、繰延税金資産の取崩しが発
生し、当社グループの業績に影響が生じる可能性があり 

ます。

⑥ 固定資産の価値下落
当社グループが保有している固定資産について、時価の

下落・収益性の低下等に伴い資産価値が低下した場合は、
当社グループの業績に影響が生じる可能性があります。

なお、当連結会計年度末現在では予測できない上記以外
の事象の発生により、当社グループの財政状態及び経営成
績が影響を受ける可能性があります。
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